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産科医療補償制度について



産科医療補償制度について

産科医療補償制度は、2009 年１月より、安心して産科医療を受けられる環境整備の一環として、分娩に関連して発

症した脳性麻痺児に対する救済及び紛争の早期解決を図るとともに、原因分析を通じて産科医療の質の向上を図ることを

目的として創設された。

〈
補
償
の
機
能
〉

〈
原
因
分
析
・

再
発
防
止
の

機
能
〉

原因分析
医学的観点から原因分析を
行い、報告書を作成し、児・
保護者と分娩機関に送付

再発防止
複数事例の分析から、
再発防止策等を提言

事例情報
の蓄積
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補償の約束※１

出産育児一時金 損
害
保
険
会
社

（含む掛金）

民間保険

1件当たり 3,000万円（一時金600万円、分割金2,400万円（年間120万円を20回））

1分娩当たり500,000円
488,000円＋加算額（12,000円）

※1：運営組織が定めた標準補償約款を使用して補償を約束
※2：制度創設当初は30,000円、2015年以降は16,000円、2022年以降は12,000円（1分娩当たり）
※3：制度創設当初は29,900円、2015年以降は24,000円、2022年以降は22,000円（1分娩当たり）
※4：運営組織にて補償対象と認定されると、運営組織が加入分娩機関の代わりに損害保険会社に保険金を請求し、保険金が補償金として支払われる
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全診療科目合計 産婦人科

産婦人科の訴訟（既済）件数の推移

最高裁判所医事関係訴訟委員会「医事関係訴訟事件の診療科目別既済件数」

制度開始
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補償対象及び保険料の推移
2009年１月～2014年まで 2015年１月～2021年まで 2022年1月以降

補
償
対
象

補
償
対
象
基
準

■次の①または②いずれかの基準を満たして出生したこと①出

生体重2,000ｇ以上かつ在胎週数33週以上

②在胎週数28週以上あって、以下の(1)、 (2)のいずれかに

該当する児

(1)低酸素状況が持続して臍帯動脈血中の代謝性アシドーシ

ス（酸性血症）の所見が認められる場合（pH7.1未満）

(2)胎児心拍数モニターにおいて特に異常のなかった症例で、

通常、前兆となるような低酸素状況が前置胎盤、常位胎盤早

期剥離、子宮破裂、子癇、臍帯脱出等によって起こり、引き続

き、次のいずれかの胎児心拍数パターンが認められ、かつ、心拍

数基線変動の消失が認められる場合

イ 突発性で持続する徐脈

ロ 子宮収縮の50％以上に出現する遅発一過性徐脈

ハ 子宮収縮の50％以上に出現する変動一過性徐脈

■次の①または②いずれかの基準を満たし出生したこと

①出生体重1,400ｇ以上かつ在胎週数32週以上

②在胎週数28週以上あって、以下の(1)、 (2)のいずれかに該当

する児

(1)低酸素状況が持続して臍帯動脈血中の代謝性アシドーシス

（酸性血症）の所見が認められる場合（pH7.1未満）

(2)低酸素状況が常位胎盤早期剥離、臍帯脱出、子宮破裂、子

癇、胎児母体間輸血症候群、前置胎盤からの出血、急激に発症

した双胎輸血症候群等によって起こり、引き続き、次のイからチまで

のいずれかの所見が認められる場合

イ 突発性で持続する徐脈

ロ 子宮収縮の50％以上に出現する遅発一過性徐脈

ハ 子宮収縮の50％以上に出現する変動一過性徐脈

二 心拍数基線細変動の消失

ホ 心拍数基線細変動の減少を伴った高度徐脈

へ サイナソイダルパターン

ト アプガースコア1分値が3点以下

チ 生後1時間以内の児の血液ガス分析値（pH7.0未満）

■次の基準を満たして出生したこと

①在胎週数28週以上であること

除外基準 ■先天性や新生児期の要因によらない脳性麻痺 ■先天性や新生児期の要因によらない脳性麻痺 ■先天性や新生児期の要因によらない脳性麻痺

重症度基準 ■身体障害者手帳１・２級相当の脳性麻痺 ■身体障害者手帳１・２級相当の脳性麻痺 ■身体障害者１・２級相当の脳性麻痺

補償金額  3,000万円(一時金：600万円＋分割金 総額：2,400万円（年間120万円を20回）

保険料
一分娩当たり 29,900円

（掛金30 ,000円)

一分娩当たり 24,000円
（掛金16,000円＋剰余金からの充当8,000円）

一分娩当たり 22,000円
(掛金12,000円＋剰余金からの充当10,000円）
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＜参考＞

【一般審査】
分娩に関連して発症した脳性麻
痺児とみなして審査

【個別審査】
必ずしも分娩に関連して発症し
た脳性麻痺児とはいえない児も
含まれるため、個別データで判
断

なお28週未満で出生した児は未
熟性による脳性麻痺と考えられ
るため補償対象外



再発防止に関する情報の提供
産科医療補償制度HP
http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/
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産科医療補償制度
ニュース

再発防止に関する
報告書

リーフレット・
ポスター

http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/
http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/
http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/


産科医療補償制度再発防止に関する報告書

第1章 産科医療補償制度
制度の概要、原因分析

第2章  再発防止
目的、分析対象、分析方法

第3章  テーマに沿った分析
吸引娩出術について

第４章 産科医療の質の向上への取組みの動向

資料 分析対象事例の概況
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再発防止委員会からの提言
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